
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　船舶自動識別装置（ＡＩＳ）を搭載した船舶から送信されるＡＩＳ情報を受信して該船
舶の動静を監視する方法であって、
　 複数のアンテナを

広域に配置し、各アンテナが受信した前記ＡＩＳ情報
データベースを構築し、

　 所定の時間間隔内に

　

　

　 船舶の動静を監視する、ことを特徴とする広域用船舶動静監視方法。
【請求項２】
　同一船舶のＡＩＳ情報か否かは、ＭＭＳＩ番号、ＩＭＯ番号、船名又は呼出符号により
識別する、ことを特徴とする請求項１に記載の広域用船舶動静監視方法。
【請求項３】
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前記ＡＩＳ情報を受信する 、単一のアンテナの受信範囲よりも広い範
囲を受信できるような について同一
船舶のＡＩＳ情報の統合を行うことなくデータベースに記憶して

所定の船舶について監視要求があった場合に、予め設定された 前記
船舶のＡＩＳ情報があるか否か前記データベースを検索し、

前記時間間隔内に前記船舶のＡＩＳ情報がある場合に、該当するＡＩＳ情報が複数ある
か否かを判断し、

該当するＡＩＳ情報が複数存在する場合には、該ＡＩＳ情報を所定の条件でソートして
、予め設定した順位のＡＩＳ情報を１つ採択し、前記船舶の動静表示を更新し、

前記

所定の時間間隔内にＡＩＳ情報が存在しない場合は、前回採択したＡＩＳ情報を検索し
、その受信日時が所定の消失時間を超えていない場合は前回のＡＩＳ情報を維持し、該消



【請求項４】
　

【請求項５】
　

【請求項６】
　

【請求項７】
　

　該検索手段は、予め設定された所定の時間間隔内に前記船舶のＡＩＳ情報が複数存在す
る場合にいずれか一つのＡＩＳ情報を採択するフィルタ機能を有し、該フィルタ機能は、
前記ＡＩＳ情報を所定の条件で並び替えを行うソート機能と、予め設定した順位のＡＩＳ
情報を採択する抽出機能とを有し、

【請求項８】
　

【請求項９】
　

【請求項１０】
　

【請求項１１】
　

【請求項１２】
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失時間を超えている場合は動静表示を抹消する、ことを特徴とする請求項１又は請求項２
に記載の広域用船舶動静監視方法。

前記ＡＩＳ情報のうち、不足する静的情報については、別途データベース化された船舶
情報マスターデータから補充する、ことを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれかに
記載の広域用船舶動静監視方法。

前記データベースから採択されたＡＩＳ情報を用いて船舶の動静画像を表示し、海上交
通実態を監視若しくは調査・解析し、又は該ＡＩＳ情報を電気通信回線を通じて配信する
、ことを特徴とする請求項１乃至請求項４のいずれかに記載の広域用船舶動静監視方法。

前記データベースに保存されたＡＩＳ情報を用いて、少なくとも、船体長、船体幅及び
船首方位を模擬した船影マーカーを所定の画面上に表示させる、ことを特徴とする請求項
５に記載の広域用船舶動静監視方法。

船舶自動識別装置（ＡＩＳ）を搭載した船舶から送信されるＡＩＳ情報をアンテナで受
信して該船舶の動静を監視するシステムであって、
　前記アンテナを備えるとともに受信したＡＩＳ情報を電気通信回線により配信可能な複
数のＡＩＳ受信局装置と、前記電気通信回線に接続されたＡＩＳサーバーとを備え、
　前記ＡＩＳ受信局装置は、単一のアンテナの受信範囲よりも広い範囲を受信できるよう
な広域に配置されており、前記ＡＩＳサーバーは、各ＡＩＳ受信局装置から配信されるＡ
ＩＳ情報について同一船舶のＡＩＳ情報の統合を行うことなく記憶したＡＩＳデータベー
スと、所定の船舶について監視要求があった場合に前記ＡＩＳデータベースを検索する検
索手段を有し、

　前記検索手段により得られたＡＩＳ情報に基づいて前記船舶の動静を監視する、ことを
特徴とする広域用船舶動静監視システム。

前記検索手段は、ＭＭＳＩ番号、ＩＭＯ番号、船名又は呼出符号により船舶を検索する
、ことを特徴とする請求項７に記載の広域用船舶動静監視システム。

前記検索手段は、監視要求のあった船舶について、所定の時間間隔内にＡＩＳ情報が存
在しない場合は、前回の検索結果を検索し、前回のＡＩＳ情報の受信日時が所定の消失時
間を超えていない場合は前回のＡＩＳ情報を維持し、該消失時間を超えている場合は動静
表示を抹消する、ことを特徴とする請求項７又は請求項８に記載の広域用船舶動静監視シ
ステム。

前記ＡＩＳサーバーは、別途データベース化された船舶情報マスターデータと接続され
、前記ＡＩＳデータベースの静的情報が不足する場合に該船舶情報マスターデータからデ
ータを補充する静的情報補充手段を有する、ことを特徴とする請求項７乃至請求項９に記
載の広域用船舶動静監視システム。

前記ＡＩＳサーバーは、前記検索手段により得られたＡＩＳ情報により、船舶の動静画
像を再生する再生手段、海上交通実態を監視若しくは調査・解析する解析手段又は電気通
信回線を通じて所定の端末にＡＩＳ情報を配信する配信手段を有する、ことを特徴とする
請求項７乃至請求項１０に記載の広域用船舶動静監視システム。



　

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、海域を航行する船舶の航行監視、不審船監視、海上交通実態調査等に用いる
広域用船舶動静監視方法及びシステムに関し、特に湾全域等の広域の監視、調査等に適し
た広域用船舶動静監視方法及びシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　世界各国の周辺海域は、種々の目的で活動する様々な船舶が多数行き交い、海上交通は
輻輳している。特に水域の限られた湾域や内海では船舶が集中し、非常に混雑した状況に
なっている。そこで、特定の限られた水域では、海上交通の安全や環境保全の観点から、
目視やレーダ画像によって海上交通の監視を行っているが、より広くより正確に情報を把
握することが求められている。
【０００３】
　広域の海上交通の監視を目的とした発明としては、例えば、特開２００５－２０８０１
１号（発明の名称：監視システム及び監視方法）、特表２００３－５１８３０７号（発明
の名称：海洋監視方法）、特開平１０－４０５００号（発明の名称：港湾管理システム）
等の公報に記載されたものが提案されている。
【特許文献１】特開２００５－２０８０１１号公報
【特許文献２】特表２００３－５１８３０７号公報
【特許文献３】特開平１０－４０５００号公報
【０００４】
　特許文献１の実施例２には、レーザレーダ装置を２台以上設けるようにして、複数のレ
ーザレーダ装置により、より広範囲の領域についての監視を行うようにした監視システム
が開示されている（段落［００６５］、図２参照）。しかしながら、かかる実施例は、あ
るレーザレーダ装置の死角を別のレーザレーダ装置で補うためのもの又は広画角撮影とズ
ーム撮影のように異なる機能として使用するためのものであり（段落［００６６］）、複
数のレーザレーダ装置の走査範囲を統合して広域化を図ることは記載されていない。
【０００５】
　特許文献２には、エリアを通過する協力船舶が、その航法装置によって海上交通情報を
収集し、該船舶が該情報を海上監視主局に送信する第１のステージと、該主局が協力船舶
によって収集されるデータに基づいて全体的な交通状況を管理する第２のステージを有す
る海上交通の監視方法が開示されている（請求項１参照）。本発明は、殆どの船舶がレー
ダを装備し、それにより付近に存在する船舶やボートを全て把握することができることを
利用したものであり、レーダを装備した協力船舶が自船のレーダ走査範囲の情報（局所的
な情報）を収集し、所定の陸上監視局にデータを伝送している。段落［００１４］には、
「陸上監視局に収集された情報は、定期的に中央集中局に伝送され、エリア内の交通を完
全かつ正確に示す画像として使えるようにする。」旨が記載されているが、協力船舶から
収集した局所的な交通情報をどのように組み合わせて、全体的な交通状況を把握するのか
が不明である。また、全体的な交通状況を把握するためには、協力船舶のレーダ装置が、
エリアの全域を網羅するように走査しなければならず、局所的な交通情報には必ず重複し
た範囲が存在するはずであり、かかる重複した範囲の情報をどのように処理するのか、に
ついても不明である。
【０００６】
　特許文献３には、港湾管理設備及び船舶にそれぞれ衛星通信機能を備えた通信管理装置
を設け、前記船舶側の通信管理装置は、自船の船舶情報を移動体衛星を経由して前記港湾
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前記ＡＩＳサーバー又は前記端末は、前記ＡＩＳデータベースに保存されたＡＩＳ情報
から、少なくとも、船体長、船体幅及び船首方位を抽出し、それらを模擬した船影マーカ
ーを作成し、所定の画面上に表示させる船影マーカー描画手段を有する、ことを特徴とす
る請求項１１に記載の広域用船舶動静監視システム。



管理設備側の通信管理装置へ送信し、前記港湾管理設備側の通信管理装置は、前記受信し
た船舶情報によって交通管理判断を行い、この交通管理判断に基づく交通管制情報を前記
移動体衛星を経由して前記船舶側の通信管理装置へ送信することを特徴とする港湾管理シ
ステムが開示されている（請求項１参照）。本発明の場合、港湾管理設備及び船舶に対し
て専用の通信管理装置を開発して設置しなければならない等の新たな設備投資が必要であ
る。また、船舶側が積極的に船舶情報を発信しなければならず、通信管理装置を装着して
いない船舶の監視をすることができない。
【０００７】
　ところで、衝突予防と人命安全という観点から、ＳＯＬＡＳ条約（海上における人命の
安全のための国際条約）のもと、２００８年７月１日以降、原則として全ての旅客船及び
総トン数３００トン以上の国際航海船及び総トン数５００トン以上の国際航海に従事しな
い船舶に対して、船舶自動識別装置（ Automatic Identification System。以下、「ＡＩ
Ｓ」という。）の搭載が義務付けられることになっている。
【０００８】
　ＡＩＳは、ＧＰＳによる船舶の位置、ＩＭＯ番号、船名、船種、現在の対地針路、対地
船速、船首方位、運航状態等、従来のレーダ及び自動衝突防止援助装置（ＡＲＰＡ装置）
では得られなかった船舶の航行に関する様々な情報をリアルタイムに監視及び観測できる
ことができ、同時に１０００隻を越える船舶を補足及び追跡でき、気象及び海象条件によ
る影響が少なく、目標船舶が受信可能範囲内にいる限り見失う危険性が低いため、船舶の
航行監視にとって有効な手段である。また、ＡＩＳは、電波を遮る物体がなければ、湾曲
部の周辺や島陰の船舶からも情報を受信でき、海上では約２０～３０海里の範囲で情報を
受信することができる。なお、ＡＩＳについては、非特許文献１に詳しい。
【非特許文献１】日本財団図書館（電子図書館）「平成１５年度　通信講習用　船舶電気
装備技術講座（レーダー、ＡＩＳ・ＶＤＲ・ＧＰＳ編）」第３章　船舶自動識別装置（Ａ
ＩＳ） http://nippon.zaidan.info/seikabutsu/2003/00139/contents/0011.htm
【０００９】
　ここで、図８はＡＩＳのイメージ図であり、（Ａ）は湾全体図、（Ｂ）は船舶αの航跡
模式図である。ＡＩＳは、衝突予防の目的を有しているため、ＡＩＳ信号の受信範囲内の
船舶間（船舶α－船舶β間、船舶β－船舶γ間）でＡＩＳ情報を送受信している。ただし
、特定の水域においては陸上受信局（例えば、受信局Ａ，Ｂ，Ｃ）においてもＡＩＳ情報
を受信している。例えば、本図においては、受信局Ａは船舶β及び船舶γからＡＩＳ情報
を受信し、受信局Ｃは船舶α及び船舶βからＡＩＳ情報を受信している。そして、各受信
局Ａ，Ｂ，Ｃは、それぞれの受信範囲内（図の破線で示す円の範囲内）において、船舶同
士が衝突しない等の海上交通の安全確保のために監視をしている。特定の受信局を中心と
した狭域を対象とする場合には各受信局Ａ，Ｂ，Ｃが各受信範囲内のみを監視すれば充分
であるが、図８で例示したような単一の受信局のみでは全ての船舶からのＡＩＳ信号の受
信が困難な広域の海域を対象とする場合においても船舶の動静を一括して監視しなければ
ならない。また、取得された情報を用いて海上交通の実態調査や解析を行う場合は、どの
船舶がどの航跡で通過したのか、何隻の船舶が通過したのか、という情報を正確に把握し
なければならない。
【００１０】
　図８（Ａ）において、船舶αがＸ地点からＹ地点まで図に示す航跡で湾内を通過した場
合を想定する。このとき、船舶αは、受信局Ａ，Ｂ，Ｃの受信範囲と、Ｐ１、Ｐ２、Ｐ３
、Ｐ４、Ｐ５の地点で交差する。図８（Ａ）及び（Ｂ）に示すように、船舶αは、Ｘ～Ｐ
１の範囲では受信局Ｃのみに補足され、Ｐ１～Ｐ２の範囲では受信局Ａ，Ｃに補足され、
Ｐ２～Ｐ３の範囲では受信局Ａ，Ｂ，Ｃの全てに補足され、Ｐ３～Ｐ４の範囲では受信局
Ａ，Ｂに補足され、Ｐ４～Ｐ５の範囲では受信局Ｂのみに補足されることになる。これら
受信局Ａ，Ｂ，Ｃが受信したＡＩＳ情報（以下、「ＡＩＳ受信データ」という。）をその
まま用いた場合、Ｐ１～Ｐ４の範囲でＡＩＳ受信データが重複しているため、電子海図上
に表示する航跡が重複したり、各受信範囲を横切る部分で航跡がずれたり、実際には１隻
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のはずが２隻あるいは３隻としてカウントされたりしてしまう等の問題が生じ、船舶の動
静監視において不適当であるとともに、特に海上交通の実態調査において正確な解析を行
うことは困難であった。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は上述した問題点に鑑み創案されたものであり、ＡＩＳ受信データを利用しつつ
、湾や沿岸等の特定水域全域等の広域における船舶動静を集中監視することができ、ＡＩ
Ｓ受信データを所定の条件で抽出して事後的に船舶動静を再現することができ、受信局の
受信範囲が重複した部分においても正確な船舶数及び航跡を把握することができる広域用
船舶動静監視方法及びシステムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明によれば、ＡＩＳを搭載した船舶から送信されるＡＩＳ情報を受信して該船舶の
動静を監視する方法であって、 複数のアンテナを

広域に配置し、各アンテナが受信した
前記ＡＩＳ情報（ＡＩＳ受信データ）

データベースを構築し、
所定の時間間隔内に

船舶の動静を監視する、ことを特徴とする広域用船舶動静監視
方法が提供される。ここで、同一船舶のＡＩＳデータか否かは、ＭＭＳＩ番号、ＩＭＯ番
号、船名又は呼出符号により識別すればよい。
【００１３】
　また 定の時間間隔内にＡＩＳデータが存在しない場合は、前回採択したＡＩＳデー
タを検索し、その受信日時が所定の消失時間を超えていない場合は前回のＡＩＳデータを
維持し、該消失時間を超えている場合は動静表示を抹消するようにしてもよい。
【００１４】
　さらに、前記ＡＩＳデータのうち、不足する静的情報については、別途データベース化
された船舶情報マスターデータから補充するようにしてもよいし、前記データベースから
採択されたＡＩＳデータを用いて、船舶の動静画像を表示したり、海上交通実態を監視若
しくは調査・解析したり、該ＡＩＳデータを電気通信回線を通じて配信したりするように
してもよいし、前記ＡＩＳデータを用いて、船体長、船体幅、船首方位等を模擬した船影
マーカーを所定の画面上に表示させるようにしてもよい。
【００１５】
　本発明によれば、ＡＩＳを搭載した船舶から送信されるＡＩＳ情報をアンテナで受信し
て該船舶の動静を監視するシステムであって、前記アンテナを備えるとともに受信したＡ
ＩＳ情報（ＡＩＳ受信データ）を電気通信回線により配信可能な複数のＡＩＳ受信局装置
と、前記電気通信回線に接続されたＡＩＳサーバーとを備え、

前
記ＡＩＳサーバーは、各ＡＩＳ受信局装置から配信されるＡＩＳ受信データ

記憶したＡＩＳデータベー
スと、所定の船舶について監視要求があった場合に前記ＡＩＳデータベースを検索する検
索手段を有し、該検索手段は、 所定の時間間隔内に前記船舶のＡＩＳデー
タが複数存在する場合にいずれか一つのＡＩＳデータを採択するフィルタ機能を有し、

前記検索手段により得られたＡ
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前記ＡＩＳ情報を受信する 、単一のアン
テナの受信範囲よりも広い範囲を受信できるような

について同一船舶のＡＩＳ情報（ＡＩＳ受信データ
）の統合を行うことなくデータベースに記憶して 所定の船舶につ
いて監視要求があった場合に、予め設定された 前記船舶のＡＩＳデー
タ（ＡＩＳ受信データをデータベース化したデータ）があるか否か前記データベースを検
索し、前記時間間隔内に前記船舶のＡＩＳデータがある場合に、該当するＡＩＳデータが
複数あるか否かを判断し、該当するＡＩＳデータが複数存在する場合には、該ＡＩＳデー
タを所定の条件でソートして、予め設定した順位のＡＩＳデータを１つ採択し、前記船舶
の動静表示を更新し、前記

、所

前記ＡＩＳ受信局装置は、
単一のアンテナの受信範囲よりも広い範囲を受信できるような広域に配置されており、

について同一
船舶のＡＩＳ情報（ＡＩＳ受信データ）の統合を行うことなく

予め設定された
該

フィルタ機能は、前記ＡＩＳデータを所定の条件で並び替えを行うソート機能と、予め設
定した順位のＡＩＳデータを採択する抽出機能とを有し、



ＩＳデータに基づいて前記船舶の動静を監視する、ことを特徴とする広域用船舶動静監視
システムが提供される。ここで、前記検索手段は、ＭＭＳＩ番号、ＩＭＯ番号、船名又は
呼出符号により船舶を検索するとよい。
【００１６】
　また 記検索手段は、監視要求のあった船舶について、所定の時間間隔内にＡＩＳデ
ータが存在しない場合は、前回の検索結果を検索し、前回のＡＩＳデータの受信日時が所
定の消失時間を超えていない場合は前回のＡＩＳデータを維持し、該消失時間を超えてい
る場合は動静表示を抹消するようにしてもよい。
 
【００１７】
　さらに、前記ＡＩＳサーバーは、別途データベース化された船舶情報マスターデータと
接続され、前記ＡＩＳデータベースの静的情報が不足する場合に該船舶情報マスターデー
タからデータを補充する静的情報補充手段を有していてもよいし、前記検索手段により得
られたＡＩＳデータにより、船舶の動静画像を再生する再生手段や海上交通実態を監視若
しくは調査・解析する解析手段や電気通信回線を通じて所定の端末にＡＩＳデータを配信
する配信手段を有していてもよいし、前記ＡＩＳデータベースに保存されたＡＩＳ情報か
ら、船体長、船体幅、船首方位等を抽出し、それらを模擬した船影マーカーを作成し、前
記ＡＩＳサーバーや前記端末の画面上に表示させる船影マーカー描画手段を有していても
よい。
【発明の効果】
【００１８】
　上述した本発明の広域用船舶動静監視方法及びシステムによれば、各受信局のＡＩＳ受
信データをデータ記録時に同一船舶のデータを統合させずにデータベースを構築し、ＡＩ
Ｓデータの使用時に重複データの除外処理を行わせるようにしたので、各受信局のＡＩＳ
受信データを所定のサーバーに集約して記憶させるだけで、湾や沿岸等の特定水域全域等
の広域における船舶動静を集中監視することができ、ＡＩＳ受信データを所定の条件で抽
出して事後的に船舶動静を再現することができ、受信局の受信範囲が重複した部分におい
ても正確な船舶位置、航跡および船舶数等を把握することができる。
【００１９】
　上述した本発明の課題を解決しようとする場合、データ取得時に同一船舶のデータを統
合してデータベースに格納しようとすることが一般的であるが、本発明では、データ取得
時ではなく、データ使用時にデータ処理を加えたことに特徴がある。その結果、本目的の
ために必要な作業を大幅に軽減させることができ、簡便なシステム構成で上述した課題を
達成することができる。また、ＳＯＬＡＳ条約により搭載が義務付けられたＡＩＳを利用
しているため、利便性に優れ、船舶の監視時に船影マーカーを表示させることで船舶位置
のみならず船舶の大きさも視覚的に把握することができ、交通量調査・解析に役立てるこ
とができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施形態について図１～図６を用いて説明する。ここで、図１は本発明
の広域用船舶動静監視システムの全体構成図であり、図２は本発明の広域用船舶動静監視
システムの全体処理概念図であり、図３は本発明の広域用船舶動静監視システムに用いる
ＡＩＳデータベースの検索方法の概念説明図である。
【００２１】
　図１乃至図３に示すように、本発明の広域用船舶動静監視システムは、ＡＩＳを搭載し
た船舶から送信されるＡＩＳ情報を受信するアンテナ１ａを備えるとともに受信したＡＩ
Ｓ情報（ＡＩＳ受信データ）を電気通信回線３により配信可能な複数のＡＩＳ受信局装置
１と、電気通信回線３に接続されたＡＩＳサーバー２とを備え、ＡＩＳサーバー２は、各
ＡＩＳ受信局装置１から配信されるＡＩＳ受信データを記憶したＡＩＳデータベース２１
と、所定の船舶（例えば、船舶α，β，γ）について監視要求があった場合にＡＩＳデー
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タベース２１を検索する検索手段を有し、該検索手段は所定の時間間隔Ｔｒ内に船舶のＡ
ＩＳデータが複数存在する場合にいずれか一つのＡＩＳデータを採択するフィルタ機能を
有し、前記検索手段により得られたＡＩＳデータに基づいて船舶の動静を監視するように
なっている。
【００２２】
　ＡＩＳ受信局装置１は、アンテナ１ａ、ＡＩＳ信号受信機１ｂ及びコンピュータ１ｃと
から構成されている。アンテナ１ａは、ＡＩＳ受信アンテナ及びＧＰＳ受信アンテナの機
能を有し、一体型であっても分離型であってもよく、図示したものに限定されるものでは
ない。ＡＩＳ信号受信機１ｂは、アンテナ１ａが受信したＡＩＳ情報をＡＩＳ受信データ
に変換し、下流のシステムで利用できるようにしている。コンピュータ１ｃは、ＡＩＳ信
号受信機１ｂから送られてくるＡＩＳ受信データをＡＩＳサーバー２にリアルタイム送信
するとともに、通信障害時のデータバックアップのためのローカルデータベースを構築す
るための装置である。コンピュータ１ｃには、例えば、市販のデスクトップ型やノート型
のパーソナルコンピュータ等が使用される。また、コンピュータ１ｃでは、ＡＩＳ情報に
配信日時情報が欠落している場合やデコードしなければ配信日時を判読できない場合に備
えて、図２に示すように、ＡＩＳ受信局装置１側でＡＩＳ受信データに受信日時を付与し
ている。これにより、ＡＩＳ受信データをＡＩＳサーバー２に配信した場合に、ＡＩＳサ
ーバー２側で容易に日時を判別することができる。このＡＩＳ受信局装置１は、例えば、
図１に示したように、３箇所の受信局Ａ，Ｂ，Ｃに配置される。より具体的には、図８（
Ａ）に示した受信局Ａ，Ｂ，Ｃに配置される。なお、前記受信日時を付与する際に、各コ
ンピュータ１ｃのローカルな時計を使用してもよいし、ＧＰＳ受信アンテナを用いたグロ
ーバルな時計を使用してもよい。
【００２３】
　ＡＩＳサーバー２は、ＣＰＵ（中央処理装置）、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ハードディスク等の
記憶装置、キーボード等の入力装置及びディスプレイ等の出力装置を備え、記憶装置にＡ
ＩＳデータベース２１や前記検索手段を実行するためのプログラム等が記憶・保存されて
おり、所定のプログラムをＣＰＵで実行することにより、ＡＩＳデータベース２１を構築
したり、検索したり、電子海図上に航跡を描画したり、ＡＩＳデータを配信したりするこ
とができるようになっている。また、ＡＩＳサーバー２は、各受信局Ａ，Ｂ，Ｃを統括す
る本所４内に配置されており、本所４内のクライアント端末５（コンピュータ）から電気
通信回線６を介してＡＩＳサーバー２にアクセスできるようになっている。
【００２４】
　図２に示すように、ＡＩＳデータベース２１は、各受信局Ａ，Ｂ，Ｃに配置されたＡＩ
Ｓ受信局装置１から配信されるＡＩＳ受信データをＡＩＳデータとしてデータベース化し
て蓄積したものである。データベース化の際はいわゆるリレーショナルデータベース管理
システム（ＲＤＢＭＳ）を用いる。本発明は、ＡＩＳ受信データ取得時において、同一船
舶のＡＩＳ受信データの結合を行っておらず、単に複数の受信局から配信されるＡＩＳ受
信データをデータベース化して記憶させているに過ぎない。後述するように、データ使用
時に重複したデータに対して所定の処理を行うことによって、データ蓄積時のデータ処理
を大幅に軽減し、システムの簡便化や処理の高速化を達成している。したがって、受信局
の数に左右されずにデータベースを構築することができ、受信局を任意に増減することが
でき、監視範囲の広域化に最適である。
【００２５】
　ＡＩＳ受信データには、静的情報、動的情報、航海情報及び安全情報が含まれている。
静的情報は、船名や要目といった対象船がどのような船であるか特定するための情報であ
り、ＭＭＳＩ番号、呼出符号、船名、ＩＭＯ番号、船体長、船体幅、船種、アンテナ位置
等の情報が含まれる。ＭＭＳＩ番号は「Ｍａｒｉｔｉｍｅ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｓｅｒｖｉｃ
ｅ　Ｉｄｅｎｔｉｔｙ（海上移動業務識別）」の略で各ＡＩＳ機器に割り当てられた識別
番号であり、ＩＭＯ番号はＩＭＯ（国際海事機関）が付与する船舶識別番号であり、呼出
符号は信号符字やコールサインとも呼ばれるものでアルファベットと数字の組み合わせか
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らなる。これらのＭＭＳＩ番号、ＩＭＯ番号、呼出符号及び船名は、船舶を特定するため
の機能を果たす。動的情報は、対象船の位置や速力等の最新の操船状態を表す情報であり
、緯度、経度、位置精度、時刻、対地針路、対地速度、船首方位、回頭角速度、航海ステ
ータス（錨泊、航海、座礁、操縦不能等）等の情報が含まれる。航海情報は、対象船の航
路や搭載貨物に関する情報で、喫水、積載危険物の種類、目的地、ＥＴＡ（入港予定時刻
）等の情報が含まれる。安全情報は、安全に関する補足情報である。なお、船舶から送信
されるＡＩＳ情報には、常に前記４種類の情報が含まれている訳ではなく、各情報が個別
にＡＩＳ情報として送信されることが多い。例えば、動的情報は３分ごと、静的情報は６
分ごとに送信されるのが一般的である。
【００２６】
　また、ＡＩＳサーバー２は、ＡＩＳデータベース２１とは別にデータベース化された船
舶情報マスターデータ２２に接続されている。船舶情報マスターデータ２２は、ＡＩＳデ
ータベース２１と同様にＡＩＳサーバー２のハードディスクに記憶されていてもよいし、
電気通信回線３，６を介して接続された外部のコンピュータに記憶されたデータベースで
あってもよい。この船舶情報マスターデータ２２は、船舶から送信されるＡＩＳ情報の静
的情報には必ずしも全てのデータが入力されているとは限らないこと及びＡＩＳ情報では
取得できない情報が必要な場合があることを考慮し、ＡＩＳ受信データを補充し、ＡＩＳ
データベース２１にＡＩＳデータとして保存するために用いられる。ＡＩＳ受信データを
補充する場合は、ＡＩＳ受信データをＡＩＳサーバー２に取り込んだ際に、不十分なデー
タがないかチェックしてから必要に応じて自動又は手動により船舶情報マスターデータ２
２にアクセスするようにしてもよいし、ＡＩＳ受信データをＡＩＳサーバー２に取り込ん
だ際には必ず船舶情報マスターデータ２２にアクセスするようにしてもよいし、ＡＩＳ受
信データをそのままＡＩＳデータベース２１にＡＩＳデータとして記憶させた後で必要に
応じて手動又は自動で船舶情報マスターデータ２２にアクセスするようにしてもよい。船
舶情報マスターデータ２２にアクセスしてデータの照会を行う際は、ＭＭＳＩ番号、ＩＭ
Ｏ番号、船名又は呼出符号をキーにして行う。なお、ＡＩＳ受信データに不足する情報が
ない場合は、ＡＩＳ受信データをそのままＡＩＳデータとしてＡＩＳデータベース２１に
登録すればよい。
【００２７】
　電気通信回線３及び電気通信回線６は、通信プロトコルＴＣＰ／ＩＰを用いて種々の通
信回線（電話回線、ＩＳＤＮ回線、ＡＤＳＬ回線等の公衆回線、専用回線、無線通信網）
を相互に接続して構築される分散型のＩＰ網であり、このＩＰ網には、１０ＢＡＳＥ－Ｔ
や１００ＢＡＳＥ－ＴＸ等によるイントラネット（企業内ネットワーク）や家庭内ネット
ワーク等のＬＡＮも含まれる。
【００２８】
　次に、ＡＩＳデータベース２１のＡＩＳデータを使用して船舶の動静監視を行う場合に
ついて説明する。ここで、図４は船舶αについて動静表示要求があった場合の処理工程を
示すフロー図である。
【００２９】
　図４に示すように、船舶αの動静表示要求（Ｓ１）がなされた場合、まず、予め設定さ
れた動静監視間隔Ｔｒ内に船舶αのＡＩＳデータがあるか否かを検索する（Ｓ２）。船舶
αのＡＩＳデータか否かは、例えば、ＭＭＳＩ番号、ＩＭＯ番号、船名、呼出符号等の船
舶を特定することができる識別符号を用いる。動静監視間隔Ｔｒは、例えば１０秒である
が、任意に設定することができる。動静監視間隔Ｔｒ内に船舶αのＡＩＳデータがある場
合、該当するＡＩＳデータが複数あるか否かを判断する（Ｓ３）。受信局の受信範囲が重
複する範囲においては、同時期に重複したＡＩＳデータがＡＩＳデータベース２１に記憶
されてしまうためである。また、動静監視間隔ＴｒをＡＩＳ情報の送信間隔よりも長く設
定した場合には、受信局の受信範囲が重複しない場合であっても、同一受信局の重複した
ＡＩＳデータがＡＩＳデータベース２１に記憶されてしまうためである。ＡＩＳデータが
１つのみの場合（つまり、受信局の受信範囲が重複せず、動静監視間隔ＴｒがＡＩＳ情報
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の送信間隔よりも短い場合）には、そのＡＩＳデータを採択し、船舶αの動静表示を更新
する（Ｓ４）。
【００３０】
　該当するＡＩＳデータが複数存在する場合（例えば、受信局の受信範囲が重複している
場合）には、該当するＡＩＳデータを受信日時で降順にソートする（Ｓ５）。このとき、
受信日時の新しいデータが最初にくることになる。その最初のＡＩＳデータを採択し（Ｓ
６）、船舶αの動静表示を更新する（Ｓ４）。Ｓ５におけるソートは昇順であってもよい
し、ＡＩＳデータの受信日時の他にＡＩＳサーバー２側の受信日時や受信局のＩＤ等でソ
ートしてもよい。Ｓ６における採択方法は２番目又は最後のＡＩＳデータを採択するなど
任意に順位を指定してもよい。このＳ５～Ｓ６のステップがＡＩＳデータベース２１のフ
ィルタ機能に相当する。なお、ＡＩＳデータベース２１の構築時に予め受信日時でソート
して記憶しておき、Ｓ５のソート工程を省略してもよい。かかるフィルタ機能により、動
静監視間隔Ｔｒ内のＡＩＳデータを一意的に求めることができ、受信局の受信範囲が重複
する場合であっても他のデータを除外して唯一のＡＩＳデータによって船舶の動静を把握
することができ、海上交通実態を調査・解析する場合にも船舶数を正確に把握することが
できる。
【００３１】
　動静監視間隔Ｔｒ内に船舶αのＡＩＳデータが存在しない場合、前回採択されたＡＩＳ
データを検索する（Ｓ７）。前回のＡＩＳデータも存在しない場合は、船舶の指定が誤っ
ている場合や船舶αのＡＩＳデータが正常に取得されていない場合もあるので、該当デー
タなしのエラー表示を行う（Ｓ８）。
【００３２】
　Ｓ７により前回採択されたＡＩＳデータが見つかった場合、当該ＡＩＳデータが消失時
間Ｔｄを超えているか否か判断する（Ｓ９）。前回のＡＩＳデータが消失時間Ｔｄを超え
ている場合には、船舶αはいずれの受信局の受信範囲からも離脱したと認識し、船舶αの
航跡描画を抹消させる（Ｓ１０）。また、前記ＡＩＳデータが消失時間Ｔｄを超えていな
い場合には、船舶αの動静表示を更新せずに、前回のＡＩＳデータをそのまま維持して表
示させる（Ｓ１１）。消失時間Ｔｄは、例えば１０分であるが、任意に設定することがで
きる。また、Ｓ１１に替えて、前回のＡＩＳデータから現在の予測値を航跡描画装置に計
算させ、該予測値を表示させるようにしてもよい。なお、ここで航跡を描画させる装置（
以下、「航跡描画装置」という。）は、上述したフローにより得られたＡＩＳデータを用
いて、船舶の一定間隔毎の動静の結果としての航跡を画面上にプロットする装置であり、
ＡＩＳサーバー２やクライアント端末５に搭載されている。この航跡描画装置は、船舶の
動静画像を再生する再生手段や海上交通実態を調査・解析する解析手段としての機能を果
すことができる。
【００３３】
　図４に示したフローにより船舶α，β，γの動静監視を行う場合の概念について、図３
を用いて説明する。図３において縦軸は経過時間を表している。左から順に船舶α、船舶
β、船舶γのＡＩＳデータが、それぞれＴα、Ｔβ、ＴγまでＡＩＳデータベース２１に
蓄積されているものとする。ここでは説明の便宜上、船舶ごとにＡＩＳデータを整理して
表示しているが、実際のＡＩＳデータベース２１では必ずしも船舶ごとにデータが整理さ
れて記憶されているわけではない。また、各船舶のＡＩＳデータを受信日時で予め降順に
ソートした状態を示しているが、これも説明の便宜上の措置である。また、ＡＩＳデータ
は、静的情報、動的情報、航海情報及び安全情報の場合があるが、ここでは全て動的情報
として扱うものとする。なお、動静監視間隔Ｔｒは、現在時刻と前回時刻の差分、前回時
刻と前々回時刻の差分、・・・として表示される。
【００３４】
　船舶αの場合、現在時刻からの動静監視間隔Ｔｒ内に、３つのＡＩＳデータが蓄積され
ている。ここで、略同時間のＡＩＳデータを段違いさせて表示しているが、これは単に異
なる受信局からのＡＩＳデータであることをわかり易くするための説明上の措置に過ぎな
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い。すなわち、動静監視間隔Ｔｒ内に３つのＡＩＳデータが蓄積されているということは
、例えばこのとき船舶αは異なる３つの受信局の受信範囲内に存在していたことになる。
そして、これらのうち最新のＡＩＳデータ（図において網掛けしたＡＩＳデータ）を採択
し、船舶αの動静表示を更新する。次に、船舶βの場合、現在時刻からの動静監視間隔Ｔ
ｒ内にＡＩＳデータが存在しない。そこで、前回採択したＡＩＳデータを見ると、船舶β
の前回のＡＩＳデータ（図において網掛けしたＡＩＳデータ）は消失時間Ｔｄを超えてい
ない。したがって、この前回のＡＩＳデータにより船舶βの動静表示が維持される。最後
に船舶γの場合、船舶βと同様に、現在時刻からの動静監視間隔Ｔｒ内にＡＩＳデータが
存在しない。さらに船舶γの場合は、前回採択したＡＩＳデータは消失時間Ｔｄを超えて
いる。したがって、船舶γの動静表示を抹消することとなる。
【００３５】
　次に、上述した広域用船舶動静監視システムを用いて、航跡描画装置により航跡を画面
上に出力した事例を図５～図７に示す。ＡＩＳサーバー２は、航跡を描画するに際し、（
１）航跡表示なし、（２）航跡線表示、（３）航跡マーカー表示、の３種類を選択するこ
とができる。ここで、図５は航跡線表示の場合を示す図であり、図６は航跡マーカー表示
の場合を示す図である。また、図７は、航跡線表示を用いて、ある日時の東京湾の様子を
描画したものである。
【００３６】
　図５は、ある港湾５１の部分的な海域を示しており、ハッチングの部分は陸地部分（港
湾施設や埋立地を含む）５２を表している。ＡＩＳデータベース２１から動静監視間隔Ｔ
ｒごとに採択されたＡＩＳデータを画面上にプロットし、それを線で結ぶと航跡線５３が
画面上に描画される。船舶の移動を航跡線５３で表示することにより、航跡線５３の船舶
同士の接近具合又は交差具合や密集具合によって船舶航行にともなう危険状況や航路での
交通量又は渋滞状況を視覚的に把握することができる。なお、図５では、８本の航跡線が
画面上に描画されている。
【００３７】
　図６は、ＡＩＳデータベース２１から採択されたＡＩＳデータを画面上にプロットし、
船影マーカー５４を用いて表示したものである。図５と同様に、ある港湾５１の部分的な
海域を示しており、ハッチングの部分は陸地部分（港湾施設や埋立地を含む）５２を表し
ている。マーカーには、三角マーカー又は船影マーカー５４のいずれかを選択して用いる
ことができる。三角マーカーは、この分野で一般的に用いられているマーカーで、船体の
大きさに関わらず全て同じサイズの三角形で船舶が表示される。三角形の中心が船舶位置
、三角形の向きが船首方位を表す。一方、船影マーカー５４は、船体長及び船体幅を海図
と同縮尺で模擬した船影状のマーカーで表示され、船舶位置や船首方位もマーカーで表示
したとおりのものとして認識することができる。このマーカー表示によって設定時間毎の
船舶の位置を視覚的に把握することができ、マーカーの向きと間隔の変化により船体運動
と速度変化を把握することもできる。とくに船影マーカー５４を用いた場合には、船舶同
士の接近具合又は交差具合や密集具合によって海上交通における危険状況や航路での交通
量又は渋滞状況を視覚的に把握することができるとともに、事後の解析に役立てることが
できる。なお、その他、錨泊中、係留中、座礁、操縦不能等のステータスを所定のシンボ
ルマーカーで表示させるようにしてもよい。
【００３８】
　図７は、東京湾周辺の受信局から試験的にＡＩＳデータを取得し、東京湾の様子を航跡
線表示させたものである。図７には、停泊中の船舶も含めて約１６０隻の船舶が表示され
ているが、各船舶について重複する航跡線は描画されておらず、船舶ごとに１本のきれい
な航跡線が描画されている。このように、本発明の広域用船舶動静監視システムを用いれ
ば、東京湾全体としての広域での船舶の動静監視を実施できるとともに、海上交通実態を
調査・解析する場合において正確な航跡や交通量を容易に把握することができる。
【００３９】
　上述した広域用船舶動静監視システムによれば、複数のアンテナ１ａを広域に配置し、
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各アンテナ１ａが受信したＡＩＳ情報を集約してデータベースを構築し、所定の時間間隔
内に同一船舶について複数のＡＩＳ情報が存在する場合にいずれか一つのＡＩＳ情報を採
択して該船舶の動静を監視するという広域用船舶動静監視方法を実現することができる。
すなわち、上述した本発明によれば、「ＡＩＳは、一般に外部通信用ポートを有し、これ
を介して受信した情報をデジタル情報として外部接続機器へ発信することができ、船舶の
リアルタイムな運航状況を、パソコンで容易に処理することができる」という利点を活か
し、ＡＩＳを単なる操船者に対する航行支援情報を提供するための装置及び海上交通の安
全と効率化を図るための船舶の動静監視のための装置としてのみならず、港湾計画や研究
のための海上交通実態のデータ収集と解析のための装置としても有効に機能させることが
できる。また、「ＡＩＳ本来の目的以外の使用方法であるため、受信場所を中心とした受
信範囲内の船舶しか監視できない」という欠点を補い、例えば東京湾のように広域かつ電
波の死角が多い湾内における船舶の動静監視又は海上交通実態データの収集と解析を行う
場合であっても、複数のＡＩＳ受信局装置１とそれらを統合するＡＩＳサーバー２を設置
することによって湾内全域をカバーすることができ、さらに「ＡＩＳ装置は航海支援のた
めの装置であるため、現時点での船舶動静表示する機能しかない」という欠点を補い、海
上交通データの解析を行うためのデータベースを構築し、任意のタイミングで船舶の動静
を再生したり、対象期間や船種等の条件を設定することで必要な船舶の動静のみを表示さ
せたりすることができる。また、受信局を増設したり、複数のＡＩＳサーバー２をネット
ワークで接続して統合サーバーを設置したりすることにより、監視範囲を容易かつ任意に
拡大することができ、例えば、日本沿岸全域をカバーすることもできる。
【００４０】
　ＡＩＳサーバー２のＡＩＳデータベース２１を管理するプログラムは、上述したＡＩＳ
受信データを受信する機能、ＡＩＳ受信データからＡＩＳデータベース２１を構築する機
能、船舶マスターデータ２２を照会する機能、ＡＩＳデータから所定の船舶の航跡を描画
する機能に加え、所定のＡＩＳデータを配信する機能やＡＩＳデータをエクスポートする
機能を有していてもよい。ＡＩＳデータ配信機能によって、ＡＩＳサーバー２と電気通信
回線６によって接続された本所４内のクライアント端末５において、ＡＩＳサーバー２と
同様に船舶の動静監視を行うことができる。また、電気通信回線３を利用して広く一般に
公開するようにしてもよい。エクスポート機能は、航跡表示よりも詳しい解析を行うため
に、ＡＩＳデータベース２１から所定のＡＩＳデータを抽出してテキスト形式やＣＳＶ形
式でデータをファイルに出力するためのものである。また、ＡＩＳデータ配信機能やエク
スポート機能を利用して、重複するＡＩＳデータの除外処理を施したデータにより、新た
なデータベースを構築してもよい。かかるデータベースを再構築することにより、交通量
の解析を容易に行うことができる等の利便性を向上させることができる。
【００４１】
　本発明は上述した実施形態に限定されず、同一の受信局に複数のＡＩＳ受信局装置１を
配置して冗長性を担保するようにしてもよい、ＡＩＳ受信局装置に固有のＩＤを付与しＡ
ＩＳ受信データとともに当該ＩＤを配信してＡＩＳデータベース２１に蓄積してもよい、
ＡＩＳ受信データ及びＡＩＳデータは圧縮しておき必要に応じてデコードするようにして
もよい等、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で種々変更が可能であることは勿論である。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】本発明の広域用船舶動静監視システムの全体構成図である。
【図２】本発明の広域用船舶動静監視システムの全体処理概念図である。
【図３】本発明の広域用船舶動静監視システムに用いるＡＩＳデータベースの検索方法の
概念説明図である。本発明を採用した２サイクル内燃機関を示す説明図であり、（Ａ）は
部分断面正面図、（Ｂ）は（Ａ）におけるＢ矢視図である。
【図４】所定の船舶について動静表示要求があった場合の処理工程を示すフロー図である
。
【図５】広域用船舶動静監視システムを用いて航跡を描画した事例であり、航跡線表示の
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場合を示す図である。
【図６】広域用船舶動静監視システムを用いて航跡を描画した事例であり、マーカー表示
の場合を示す図である。
【図７】広域用船舶動静監視システムを用いて東京湾の航跡を描画した図である。
【図８】ＡＩＳのイメージ図であり、（Ａ）は湾全体図、（Ｂ）は船舶αの航跡模式図で
ある。
【符号の説明】
【００４３】
　１　　ＡＩＳ受信局装置
　１ａ　　アンテナ
　１ｂ　　ＡＩＳ信号受信機
　１ｃ　　コンピュータ
　２　　ＡＩＳサーバー
　３，６　　電気通信回線
　４　　本所
　５　　クライアント端末
２１　　ＡＩＳデータベース
２２　　船舶情報マスターデータ
５１　　港湾
５２　　陸地部分
５３　　航跡線
５４　　船影マーカー
 
【要約】
【課題】ＡＩＳ受信データを利用し、湾や沿岸等の特定水域全域等の広域における船舶動
静の集中監視、事後的な船舶動静の再現、受信局の受信範囲が重複した部分における正確
な船舶数及び航跡の把握を可能とする広域用船舶動静監視方法及びシステムを提供する。
【解決手段】ＡＩＳを搭載した船舶から送信されるＡＩＳ情報を受信するアンテナ１ａを
備えるとともにＡＩＳ受信データを電気通信回線３により配信可能な複数のＡＩＳ受信局
装置１と、電気通信回線３に接続されたＡＩＳサーバー２とを備え、ＡＩＳサーバー２は
、各ＡＩＳ受信局装置１から配信されるＡＩＳ受信データを記憶したＡＩＳデータベース
２１と、所定の船舶αについて監視要求があった場合にＡＩＳデータベース２１を検索す
る検索手段を有し、該検索手段は所定の時間間隔Ｔｒ内に船舶のＡＩＳデータが複数存在
する場合にいずれか一つのＡＩＳデータを採択するフィルタ機能を有する。
【選択図】図２

10

20

30

(12) JP 3882025 B1 2007.2.14



【 図 １ 】
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【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】
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【 図 ８ 】
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